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１．東日本大震災に伴う地域経済対策について

【企業経営の悪化】

○個人消費の低迷
・4月の消費者態度指数（対前月比）
が比較可能な2004年以降最大の
落ち込み（▲5.5ポイント）
＜出典：内閣府・消費動向調査＞

○中三が民事再生手続き
・負債総額約122億円
・過去県内で7番目の規模

【観光客の減少】

○ゴールデンウィークの状況
（県内9カ所の前年比）
・人出（▲22.7％）
・売上高
宿泊施設（▲23.7％）
観光施設等（▲9.5％）
・客数
宿泊施設（▲18.8％）
観光施設等（▲13.5％）
＜出典：日本銀行青森支店によるアン
ケート調査＞

現状と課題（東日本大震災に伴う本市経済への影響）

○物流機能の低下
交通網の遮断、燃料の不足・・・

○消費の低迷
被災者への心理的配慮による自粛、将来の先行不安による生活防衛意識の高まり・・・

○観光客の減少
東北新幹線の被災、旅行の自粛、福島第１原発事故・・・

【解雇者の増加】

○震災前の雇用状況
・青森管内の4月の有効求人倍率
は0.42倍と、3月（0.52倍）に比べ、
0.1ポイントの減少
＜出典：青森労働局 23年5月末公表＞

○中三関連での解雇
・青森本店従業員195人のうち、75人
を解雇予定（正社員・準社員、パー
トを合わせて、120人を継続雇用の
見込み）。
・子会社はな膳の破産申請により
青森店の従業員38人を解雇
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
　　
　なお、青森のPRを行っていただく中で、観光パンフレットやマップ等が必要となった場合には、東京情報センターにご連絡ください。
　東京情報センターが市の担当課に連絡し、ご用意いたします。
　また、お急ぎの場合は、市の商工業政策課に電話かメールでご連絡いただければ、対応いたします。

　



市民生活の確保と地域経済の復興に向けた本市の取組（重点施策）

○市内中小企業の融資制度
・直接被害を受けている企業向け
※融資枠：50億円
（うち青森市1億円）
※利子・信用保証料の補給
（県80％市20％）
・間接被害を受けている企業向け
※融資枠：100億円
（うち青森市35億円）
※信用保証料の補給 (市100％)
・中心市街地の活性化とにぎわい
の創出
※融資枠：4億5千万円
○金融機関への働きかけ
・貸出金の返済猶予
・積極的な新規融資の実行

①企業支援対策（経営が悪化した企業に対する経営支援）
②雇用支援対策（倒産した企業の従業員に対する雇用支援）
③観光誘客対策（観光ＰＲ、コンベンションの誘致及び高速道路等有料道路の一時無料化）
及び上記①から③の対策を市が行った場合の新たな交付金の創設等の財政支援

企業支援対策

提言内容

○離職者特別相談窓口の設置
（期間）
・4月4日～4月28日、市民サロン
（相談内容）
・国民健康保険等の手続き
・市税の納付に関する相談 ほか
○ハローワークが開催する離職者
相談会への職員派遣
・はな膳 4月22日 約30人
・中三青森本店
5月17日～18人 約70人

○今年度実施する緊急雇用創出事業
等における震災による離職者優先枠
の設定
・144人（可能枠）
○国の基金事業の拡充等（重点分野、
震災対応）を活用した雇用創出
・約80人（既存分＋6月補正）

雇用支援対策

○各種イベントキャンペーンの積極的
な開催
・青森DC（4月～7月）
・『東北六魂祭』東北を代表する祭り
が共演（7月開催）
・青森ねぶた祭（8月通常通り開催）
・北海道・東北B-1グランプリin青森
（9月開催）
・日本の祭りinあおもり2011
（9月開催）
・青い森のハロウィン（10月開催）
・ふるさと祭り東京2012ねぶた、
物産出展（1月開催）
○各種コンベンションの開催促進
・震災により延期・中止とされた
コンベンションの開催を申入れ
・新規コンベンションの誘致促進

観光誘客対策
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【青森市経営安定・雇用創出助成金】

　また、市では、昨年10月1日からの事業所税の課税開始に伴い、現下の厳しい経済情勢を踏まえまして、本市事業者等の経営安定と市民雇用の維持を図るための助成制度「青森市経営安定・雇用創出助成金」を設けております。

　制度の内容につきましては、事業所税の課税業者のうち、中小企業者については、事業所税額に相当する全額を、また、中小企業以外の事業者、いわゆる大企業については事業所税額に相当する額の２分の１の額を助成するもので、市では、当面3年間、この助成を行うこととしております。

　市では、企業誘致対策を、重要な施策と位置づけおりますことから、この事業所税につきましては、本市に立地される企業に対する更なる支援制度を創設したいと考えており、現在、内部で検討作業を進めております。決まり次第、皆様にお知らせいたします。

(クリック)




２．ＭＩＣＳ事業（汚水処理施設共同整備事業）の

枠組みで市が建設予定の「し尿等希釈投入施設」

について

【現状・課題】

○弘前地区環境整備事務組合及び黒石

地区清掃施設組合がそれぞれのし

尿処理施設で行っている。

○両施設は共に老朽化が著しく、処理

能力が低下している。

○施設の改築・更新には多額の経費を

要する。

○弘前市が、ＭＩＣＳ事業（汚水処理

施設共同整備事業）の枠組みによ

り、「し尿等希釈投入施設」の建

設を計画している。

○国土交通省所管の社会資本整備総合

交付金(効果促進事業)の充当によ

り、経費の軽減を図る。

弘前地区環境整備事務組合

［弘前市、平川市(旧平賀町、旧碇ヶ関村)、大鰐
町、藤崎町(旧藤崎町)、板柳町、西目屋村］

黒石地区清掃施設組合

［黒石市、青森市(旧浪岡町)、平川市(旧尾上町)、
藤崎町(旧常盤村)、田舎館村］
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○「し尿等希釈投入施設」建設に対する国土交通省所管の社会資本

整備総合交付金(効果促進事業)充当による財政支援

弘前地区環境整備事務組合
中央衛生センター
（昭和58年11月稼働）

黒石地区清掃施設組合
環境管理センター
（昭和58年7月稼働）

岩木川浄化センター

【効果】

○「し尿等希釈投入施設」

建設に対して、国土交通省

所管の社会資本整備総合交

付金が充当されることによ

り、さらに関係市町村の負

担額が軽減される。
【位置図】

岩木川浄化センター

提 言 内 容
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【現状と課題】

・ 西北五圏域における医師不足は深刻であり、人口１０万対医療施設従事医師数が全国平均の半分以
下と県内６保健医療圏域の中でも最少である。

・ 五所川原市が市民３，０００人を対象として平成２１年度に実施した市民意識調査において、市の
施策に対するニーズとして、診療体制の充実が上位に位置するなど、重要度・市民ニーズともに施策
推進への関心の高さが窺える。中でも、県内における医療面での地域間格差の是正が求められている。

・ 西北五圏域では、今年度から、国及び県からの財政支援のもと、つがる総合病院（中核病院）の建
設に着手し、県が進める地域医療政策とも合致する自治体病院機能再編成を推進している。自治体病
院機能再編成にあっては、住民のみならず、医師にとっても魅力のあるものとなるよう努めていくも
のとするが、それでもなお医師の確保は容易ではない。圏域住民の生命を守り、安全・安心な生活
を確保するための病院機能再編成の着実な推進にあたっては、医師確保が喫緊の課題である。

・ 西北五圏域の自治体病院機能再編成の取組をより一層推進するためには、特に医師の不足が深刻な
特定診療科（小児科、産婦人科等）や救急医療、さらにはサテライト医療機関を含めた当圏域の医師
の確保が求められており、医師の確保のためには、臨床研修体制を充実し、研修医の安定的確保に努
めることも必要であり、病院の近くに臨床研修医等宿舎を整備するなど、研修医の受入環境の整備も
進める必要がある。

４．西北五圏域における医師の不足が深刻な
特定診療科や救急医療さらにはサテライト
医療機関を含めた医師確保について
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６．国道３３８号の架橋新設と原子力オフサイトセンター

機能を有する総合防災センターの建設について

《現状》

・ 三沢市は原子燃料サイクル施設が立地する六ヶ所村に隣接し、首都圏との良好なアクセス手段（空路・鉄路・陸

路）を備えている。

・ 東日本大震災では、新幹線や高速道路が機能停止の状態にある中で、三沢空港からの航空路線は震災翌日か

ら運行再開し、以後も高い搭乗率のまま推移している。

・ 自衛隊及び米軍など、災害時における強力な機動力を有している。

《課題》

・ 当市から六ヶ所村（下北方面）への唯一の路

線である国道３３８号は、幅員が狭く大型車両

の通行に支障を来している。

・ 東日本大震災では、津波により高瀬川第二

橋が冠水し、通行が遮断された。

・ 防災対策の充実・強化の観点から、オフサイ

トセンター機能と、物資・人員等の支援体制を

国レベルにおいて早急に検討しなければなら

ない。

【現状と課題】

写真2011.3.11 国道338号高瀬川第二橋付近イメージ

約120cm
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【現状・課題】

○救急医療体制の確立や地域経済の
活性化等が大命題。

○原子力発電所や中間貯蔵施設等の
国家的なエネルギー政策が進展。

○むつ市から七戸町間の国道２７９号
等は信号・踏切をはじめ、アップダ
ウンが激しいため、移動時間に約１
時間１６分を要する。

○計画路線約 ６ ０ ㎞の う ち 、 約
２６㎞が事業未着手区間。
（ 供用区間約 １ ３ ． ２ ㎞ 、供用
率約２１％）

７．地域高規格道路「下北半島縦貫道路」の
整備促進について
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９．市道古懸不動野線道路改良

（橋梁架け替え含む）について

【現状・課題】

○慢性的交通渋滞が発生。

○車のすれ違いが困難。

○トラス橋のため視界を妨げ危険。
弘前側へ直進車渋滞 秋田側へ直進車渋滞

車輌すれ違い困難 視界妨げ状況
不動橋全景
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